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Ⅰ．はじめに

「変革」と共通の理解による合衆国再生を掲げて２００９年に誕生したオバマ

大統領（民主党）は，共通の価値観に立脚した超党派的合意に基づいて，国

家的課題に取り組むことをめざしている。そのような合意形成は，新大統領

誕生直後の経済・金融危機への対応策においてさえ実現しなかったが，オバ

マの姿勢には合衆国を，中庸を行く大国へ転換させようとする熱意が表われ

ている。本稿では彼の政策思想がどのような意味をもっているのか確認した

うえで，それが政権１年目の国内政策，特に緊急経済対策から自動車メー

カー支援にいたる初期政策（２００９年１月～６月）に，どのように反映された

かについて論じたい。

Ⅱ．オバマの政策思想

オバマは２００６年に大統領選挙への立候補を決意して『合衆国再生』（原著

The Audacity of Hope）を著わし，分裂したアメリカを共通の理解によっ

て再生する必要性を説いた。その後，２００８年の選挙直前には『チェンジ』（原

著 Change We Can Believe in）の中で，合衆国再生に向けた政策プランが

示された。

彼によれば，民主主義においてはふたつの相矛盾する考えのバランスをど

うとるかが問題であり，話し合いで共通の理解にたどり着く必要がある１。

働く中間層など国民の生活を改善するためにとりわけ重要な政策課題は，医
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療，教育，エネルギーという３つの事項であり，２大政党が党派抗争をして

いたのでは，取り組むことができない。党派心と分裂を超えて，共通の利害

と問題の解決に向かって動き出すことが必要であり，今こそアメリカ国民の

共有する伝統的な価値観（信仰心，家庭，勤勉，犠牲，公平性，機会均等）

を再確認し，共通の目的のために結集できる指導者のもとで前進するときで

ある２。このような共通の目的を達成するうえで障害となるのは，政府を自

分たちの利益だけを実現する機関へと変貌させた大企業など特別利益団体と

ロビイストである。影響力が富だけに根ざしているこうした圧力団体は，民

主主義という概念を覆すものである３。これらの主張に見られるように，オ

バマは協調の精神を呼び覚ますことをめざして，選挙キャンペーンでは「変

革」と「希望」をさけびつつ，かつてアメリカ憲法を制定した人たちなら諸

問題にどのように対処しただろうか，としばしば国民に問いかけ，個人の自

由，平等，経済の正義を強調して，下からの繁栄あるいは中間層の再生を説

いた４。

現代アメリカ流の経済的自由主義いわゆる新自由主義が絶大な信頼を寄せ

る市場の機能に関して，オバマは市場が富と自由を拡大させる絶大な力をも

つことを高く評価しつつも，富の分配や万人に対する機会の賦与を尊重する

ことの重要性や，市場を効果的に機能させるための注意深い監視の必要性を

力説する５。この点に関連して，彼は共和党の保守的傾向つまり経済的自由

を絶対的に信奉することに対して，厳しい態度を示している。今日，共和党

の経済思想の中核をなしているのは保守主義ではなく絶対主義であり，自由

市場という絶対主義があり，課税なし，規制なし，セーフティネットなしと

いうイデオロギーがある，と彼は評している６。オバマは言う。グローバル

な競争の進むなか，企業は賃金を抑え，医療保険や年金を労働者にとって一

段と多くの出費とリスクを伴うものへと転換させた７。健康など商業ベース

に乗りにくいある種のリスクは，市場の保険では十分にカバーできないの

で，政府の役割が重要になる。連邦政府は医療保険会社を大幅な減税で優遇

しているものの，医療保険料などのコストは増加し，企業はそれを労働者に

押しつけ，かつ中小企業の多くが，従業員に保険を提供する余裕がない８。
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ブッシュ政権の唱えた所有権社会（ownership society）は自己責任を求め

るものであり，経済社会から脱落しかけている人々にとってはうまくいかな

い。所有権社会は，経済がもたらすリスクと報酬をすべての国民に分散する

努力すらしていない９。

市場の威力を活用するためにオバマが肝要と考えるのは，「正義」つまり

フェアであることである。彼は経済の正義に関して，規制が土台としての役

割を果たすと理解している。ここで言う規制とは，誰もが同じルールに則

り，不公平なく勝負できる基盤としての規則であり，企業の私益の実現を政

治に強要するロビー活動は，最大級の危害を及ぼす不公平な慣習である１０。

他方，貧困層は市場に自分たちの必要性を認識させるほど十分な資力がない

ため，市場はしばしば貧困層を無視する１１。そこで，オバマは現代の経済社

会において果実を十分に得ることのできない人々に対する公的な支援の重要

性を強調する。

加えて，オバマは伝統的価値としての倫理を重視する。信仰心，家庭，勤

勉，犠牲，公平性、機会均等といった建国以来の共通の価値観が，倫理を尊

重するものだからである。ロビー活動やいわゆる回転ドアを規制し，特別利

益団体や富裕層の要請を尊重する慣行を是正する方針が目立った例である。

さらに，オバマは市民の自由と人権を擁護するために尽力してきた法律家と

しての経歴から，最も恵まれない人々に対しても他者と同じ権利が保障され

なければならないという信念を示しており，そのことも正義と平等を柱とし

た問題解決の提案へと連なっている１２。他方で，彼は共和党保守派と同様，

健全な家庭を強調する点で，保守の色彩ももちあわせている。責任ある父親

を奨励し，マリッジ・ペナルティ（夫婦合算課税による税負担の増大）の廃

止，養育費不払いに対する罰則強化など，「家庭の強化」を唱えている１３。

オバマは著作『チェンジ』の冒頭において，以下のような公約を明示して

いる。本書では随所に国民への多様な約束が示されているが，折からの経

済・金融危機を背景として，ここでは経済に関連した事項が多く挙げられて

いる。�１食料，住宅ローンに苦しむ家庭に対する５００億ドル規模の景気刺激

策。�２中産階級労働者とその家族（１．５億人）に最大１，０００ドルの減税を実施

－ 67 －



し，７００万人の高齢者の所得税を全廃。�３「医療保険プラン」を法制化して，

国民皆保険を導入し，保険料などコストの引き下げも実現。�４企業年金自動

加入プランの創設。�５最低賃金の引き上げ。�６大学進学を促進する税額控除

制度（４，０００ドル）の創設とペル奨学金の拡大。�７クリーンで再生可能なエ

ネルギー源に投資し，「環境に優しい仕事（グリーンジョブ）」を創出（最大

５００万人）。�８社会基盤投資と科学研究への投資の拡大。�９教員の補充と報

酬，支援の拡充１４。

オバマはこれまで放置されてきた経済的，社会的課題に対して，伝統的価

値観の尊重が共通の利益を生みだすための中庸な超党派的合意をもたらすと

考えて，立ち向かおうとしている。１９８０年代のレーガン政権期以降の行き過

ぎた保守政策，つまり強者を優遇する政策の修正が「変革」であり，それに

よって本来，一般の国民が享受しうるはずの「希望」を修復しようとしてい

る。「変革」の軸がアメリカ建国以来の伝統的価値観，憲法の希求する理念

に置かれているため，彼の主張は振れない。また，オバマは現代の保守的な

政策を批判しているにもかかわらず，彼の主眼は保守主義全般の否定とは

なっていない。保守的要素のうち経済的保守派の勢力や政策への関与が強く

なりすぎた現況を正常化することこそ要点であり，家族，倫理，信仰心の重

視など社会的・文化的側面における保守の特性に対する敬意は保たれてい

る１５。

オバマの語る「変革」は，言わば復古によるアメリカ経済社会の再生であ

る。経済的自由の視点から見ると，アダム・スミス以来の古典的自由主義を

源流とする現代アメリカの新自由主義が，莫大な資金と政治的影響力をもつ

巨大企業群あるいは富裕層の権益を維持，拡張する方向へと傾斜して変質し

たのに対して，近代の西欧的価値を尊重するオバマの主張は古典的自由主義

への回帰という特性をもちあわせている。確かにオバマの政策は公共投資の

拡大，福祉的施策の重視などケインズ主義を引き継ぐリベラルな色彩を見せ

ており，政府の役割を国防，司法，一定の公共事業に限定するスミスの主張１６

とは異質に映る。しかし，オバマが最も強く要請しているのは，市場におけ

る公正な競争の実現，強力な利益団体が不公正を生み出す現実の是正であ
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り，これらはまさにスミスが経済的自由の促進によって富の増進を図るため

の前提として重く見た事柄である。

スミスの思想からは，無制限の利己心が放任されるべきだという考え方は

出てこない。利己心や自愛心は，義務の感覚のもとに制御されるはずだと考

えられていた１７。スミスは市場を互恵の場ととらえ，特定の市場参加者に特

権が与えられるなど，公正なルールが侵されることを危険視し，経済の正義

を不可欠なものと考えていた。そして，彼は当時の特権商人や大製造業者の

独占と不正によって富の機能が生かされない「重商主義の体系」を批判し

た。スミスはこうした不公正を防ぐためには，市場に対する政府による監視

や法による規制が，ある程度必要だと認めていたようである１８。

他方，オバマの政策思想を見ると，彼が市場を尊重しつつ，巨大企業経営

者の義務感や倫理の欠如，政府や政治家の失敗あるいは腐敗が公正な市場を

歪めたと考えていることや，どのように自由な市場に相応な規制をかけ，ど

のように富を公平に分配して，市場を本来的な互恵の場に戻すかを重要視し

ていることがわかる。こう見ると，オバマの経済観はスミス流の伝統的な経

済的自由観に合致しており，少なくとも経済的視点からは彼こそ，現代の保

守派が失った本来の保守の趣を醸している。

Ⅲ．緊急経済対策

オバマは大統領就任直前の２００９年１月上旬，２年間で７，７５０億ドル規模（金

融・住宅支援を含む）の経済・金融対策によって，この間に３００万人の雇用

を創出することを謳い，それは８，５００億ドル程度へと膨らむことも示唆され

るなど１９，未曾有の経済危機を克服するために積極的な対策を準備してい

た。議会では２月中旬にかけて審議が進み，２月１７日に１０年間で総額７，８７２

億ドル（GDP比約６％）の経済対策を内容とする「２００９年米国再生・再投

資法」（ARRA:the American Recovery and Reinvestment Act of２００９）が

成立し，金融・住宅支援は別途講じられることになった。

民主党は下院で圧倒的な多数を占める反面，上院（定員１００名）ではフィ

リバスター（議事妨害）を避けて法案を可決するために，数名の非民主党議
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員の賛同を得て６０名の賛成者を確保する必要があった。具体的には上下両院

の議案を調整する過程で，３人の上院共和党議員（コリンズ，スペクター，

スノウ各議員）に配慮しつつ，�１勤労者向け税還付つまり「メイキング・

ワーク・ペイ」（“Making Work Pay”）税額控除の縮小（最大で個人５００ド

ル，家計１，０００ドルをそれぞれ４００ドル，８００ドルへ），�２住宅・自動車購入の

税額控除の縮小，�３全国的なブロードバンド・アクセス支援などのインフラ

投資の上積みといった修正が加えられた２０。ただし，ARRAに対する共和党

議員の賛成は上院３名，下院ゼロにとどまり，オバマのめざす超党派的合意

とは程遠いものだった。

ARRAの特徴を見ると（図表１），第一に，総額およそ７，８７０億ドルのう

ち裁量的支出，義務的支出，歳入削減措置が概ね３分の１ずつの構成となっ

ており，歳入削減措置と義務的支出の税額控除などを合算した減税のウエイ

トは４割近くで，残りの６割程度が支出の拡大である２１。こうした施策は，

超低金利政策が続くなかで財政支出を大幅に拡大し，減税も活用する点で，

まさにケインズ政策を総動員したものと言える。第二に，最初の２年間に経

済対策を集中させる計画となっている。減税を中心に最初の２年間の構成比

が高く，施策規模全体の４分の３がこの間に集中している。第三に，現状必

要とされる分野に十分に配慮して，財政支出が拡大されている。失業者や困

窮者向けの支援にとどまらず，財政悪化の著しい州政府に対する支援が対策

規模全体の２０％近くを占めている（州財政安定化基金，州財政支援の合

計）。さらに裁量的支出では，老朽化した運輸関連のインフラ投資や，エネ

ルギー分野を含めて将来に備えた科学技術関連投資に重点が置かれている。

このような経済対策に対する批判論を見ると，共和党サイドは将来世代の

負担になるとして，過大な財政支出の拡張，「大きな政府」の再生を論難し，

財政支出の拡大はすべてが景気刺激になるわけではなく，その規模を縮小

し，減税による景気浮揚をねらうべきだと主張した２２。言うまでもなく，保

守的な見解である。他方，民主党においても財政保守派が共和党に同調し，

下院で７名が法案に反対したほか，先に述べたように上院の３名の共和党議

員に配慮した結果，下院案に比べて教育関連支出が削減されたことに異を唱
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える向きもあって２３，民主党は必ずしも一枚岩というわけではなかった。

これらの批判が見られるとはいえ，大規模かつ迅速な緊急経済対策の実現

は，積極的な評価を与えるに値する。景気浮揚と雇用維持を焦眉の重点課題

として，２年間で３００万人ないし４００万人の雇用を創出することが念頭におか

〈図表１〉２００９年米国再生・再投資法（ARRA）の概要
（単位：１０億ドル）

①２００９－１９年 構成比（％） ②２００９－１０年 ②／①（％）

A．裁量的支出 ３０８．３ ３９ １４４．６ ４７

１．農業・地域振興・食糧支援 ２６．４ ３ １３．７ ５２

２．商務・司法・科学技術 １５．８ ２ ７．５ ４８

３．国防総省 ４．５ １ ３．８ ８４

４．エネルギー・水力開発 ５０．８ ６ １２．５ ２５

５．金融・一般政府 ６．７ １ １．３ １９

６．国土安全保障 ２．７ ０ １．１ ４０

７．内務・環境 １０．５ １ ４．７ ４４

８．労働・厚生・教育 ７１．３ ９ ４４．６ ６３

９．立法府 ０．０ ０ ０．０ ９２

１０．軍事建設・退役軍人 ４．２ １ ２．０ ４７

１１．外交 ０．６ ０ ０．３ ４６

１２．運輸・住宅都市開発 ６１．１ ８ １８．２ ３０

１３．州財政安定化基金 ５３．６ ７ ３４．９ ６５

B．義務的支出 ２６７．０ ３４ １９３．９ ７３

１．租税（税額控除ほか） ７３．８ ９ ３７．５ ５１

２．失業者・困窮家庭支援 ５７．３ ７ ５４．５ ９５

３．医療保険支援 ２５．１ ３ ２３．５ ９４

４．医療情報技術 ２０．８ ３ ０．６ ３

５．州財政支援 ９０．０ １１ ７７．８ ８６

C．歳入削減措置 ２１１．９ ２７ ２４４．９ １１６

１．租税（税還付ほか） ２１４．６ ２７ ２４４．７ １１４

２．失業者・困窮家庭支援 ０．９ ０ ０．３ ３５

３．医療保険支援 －０．４ ０ －０．１ １３

４．医療情報技術 －３．３ ０ ０．０ ０

５．運輸・住宅都市開発 ０．１ ０ ０．０ ３

緊急経済対策規模（A+B+C） ７８７．２ １００ ５８３．５ ７４

出所：CBO（注２１），Table２．
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れ２４，ARRAの効果だけを取り上げても，その達成が可能な見通しとなって

いる。CBO（議会予算局）によれば，ARRAの経済効果を高く見積もった

場合には２００９年と１０年の総計でおよそ６００万人，低く見積もったときには２００

万人の就業者増加が見込まれており，ARRAが３００万人から４００万人の雇用

創出に見合った対策となっていることがわかる（図表２）２５。次に，インフ

ラ整備などの公共投資にも力点がおかれたことは，経済効果の持続性を高

め，長期的な経済成長の視点からも有益である。先述のとおり，確かに

ARRAの経済効果は初期に集中しているが，公共投資は政策実行に長いタ

イムラグを伴うため，その効果の発生には時間を要する。このことは今回の

対策を総体として見た場合，相応に効果の持続性があることを意味してい

る。加えて，運輸関連など老朽化したインフラの整備は，将来の経済成長を

機能的に支える。未曾有の経済危機にあたって，近い将来必ず必要となるは

ずの社会基盤整備を経済対策に盛り込むことはむしろ望ましい選択であり，

単純にばらまき型の対策というわけではない。

〈図表２〉２００９年米国再生・再投資法（ARRA）の経済効果

２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５

実質 GDP浮揚効果（％）

低評価 １．４ １．１ ０．４ ０．１ ０．０ ０．０ －０．１

高評価 ３．８ ３．４ １．２ ０．５ ０．３ ０．２ ０．１

失業率の変化（％）

低評価 －０．５ －０．６ －０．３ －０．１ －０．１ ０．０ ０．０

高評価 －１．２ －１．９ －０．９ －０．４ －０．２ －０．１ ０．０

就業者の増加（百万人）

低評価 ０．８ １．２ ０．６ ０．３ ０．１ ０．０ ０．１

高評価 ２．３ ３．６ １．８ ０．７ ０．３ ０．２ ０．１

GDPギャップ（％）

低評価 －６．１ －５．３ －３．７ －２．０ －０．６ －０．１ ０．０

高評価 －３．９ －３．２ －２．９ －１．７ －０．５ ０．０ ０．１

（注）各年とも１０－１２月期ベース。GDPギャップ以外はベースラインとの比較。
「低評価」，「高評価」はそれぞれ効果を低く，高く見積もったケース。

出所：CBO（注２５），Table３．
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Ⅳ．中期財政計画

２００９年２月末の予算教書に示された中期財政計画は２６，オバマ政権の政策

スタンスや課題を考察するうえで重要である。政府は超党派で構成される財

政規律会議において，前政権から引き継いだ財政赤字を１．３兆ドルと算定

し，これを４年後の任期末までに半減する目標をたてた２７。予算教書はそれ

に沿って中期的な財政再建計画を示すとともに，政権の基本的な政策方針を

宣言するものとなっている。教書の基本的特徴は，中・低所得層減税と高所

得層増税の組み合わせに象徴されており，ブッシュ政権が軽視した所得再分

配機能を重視する点である。「メイキング・ワーク・ペイ」税額控除（勤労

者向け税還付），ならびに勤労所得税額控除（EITC:Earned Income Tax

Credit），児童向け税額控除，奨学金に対する税額控除の拡充など，緊急経

済対策として実施された減税の多くを恒久化する。その一方で，最高所得税

率をブッシュ減税前の３９．６％へと引き上げるほか，高額所得者の所得税に関

する各種控除を制限して税収を増やし，将来の医療改革に向けた準備基金の

財源の一部に充てる２８。

予算教書の財政収支見通しを見ると（図表３），２００９年度から１０年度にか

けては膨大な財政赤字が続く。特に０９年度の対 GDP比でおよそ１２％という

赤字幅は，第二次世界大戦期以来の高水準であり２９，厳しい不況による税収

の急落と緊急経済・金融対策などに伴う支出の拡大が影響している。一方で

当初，財政赤字は政権１期目の任期終了を待たずに，前政権から引き継いだ

赤字１．３兆ドルの半分以下になる見通しとなっていた。対策の効果などから

景気が回復し，税収が増加することや，裁量的支出を抑制することが背景で

ある。しかし，５月に税収見積りの下方修正や緊急経済・金融対策のコスト

の再計算といった技術的な修正に伴って，２００９・１０年度を中心に財政赤字が

上方修正されたのに続き，マクロ経済前提の変更を含む８月の中間改定で

は，当初の見通しに比べて１０年度以降，大幅に財政状況が悪化する予測が示

された３０。前政権から引き継いだ赤字の半減という目標は，向こう１０年間達

成できない見通しへと変わった。また，歳出の構成を見ると，中期的に債務
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の増加に伴う利払い費の増大とともに，メディケアを中心とした義務的支出

の拡大が続く。このことは医療，年金といった高齢者向けのエンタイトルメ

ントに関する制度改正を実現し，財政の健全化を図ることが，重要な政策課

題であることを改めて示している。

〈図表３〉財政計画の概要
（単位：１０億ドル）

実績 見 込 み 構成比（％）

２００８ ９ １０ １１ １２ １３２０１０～１４２０１０～１９ ２００８ ２０１３ ２０１９

歳出総額 ２，９８３３，９３８３，５５２３，６２５３，６６２３，８５６ １８，７６４ ４２，２１９ １００ １００ １００

（GDP比，％） ２１．０ ２７．７ ２４．１ ２３．４ ２２．２ ２２．０ ２２．８ ２２．６

・裁量的支出 １，１２０１，２７９１，３６８１，２８６１，２５７１，２６９ ６，４６７ １３，３２５ ３８ ３３ ２８

国防 ５９３ ６６６ ６７３ ６１４ ６０４ ６０９ ３，１１８ ６，４１４ ２０ １６ １３

非国防 ５２８ ６１３ ６９５ ６７２ ６５３ ６６１ ３，３４９ ６，９１１ １８ １７ １４

・義務的支出 １，６１０２，５１６２，００９２，０４０２，００９２，１３２ １０，４７７ ２４，１１３ ５４ ５５ ６０

公的年金 ６１２ ６６２ ６９５ ７１９ ７４７ ７８７ ３，７８４ ８，８３１ ２１ ２０ ２２

メディケア ３８６ ４２５ ４５３ ４９８ ５００ ５５５ ２，６０８ ６，３９１ １３ １４ １７

メディケイド ２０１ ２５９ ２９０ ２７４ ２８０ ２９９ １，４６４ ３，４９２ ７ ８ ９

TARP ２４７

金融安定化追加 ２５０

その他 ４１１ ６７３ ５７１ ５４９ ４８２ ４９１ ２，６２０ ５，４００ １４ １３ １２

・純利払い費 ２５３ １３９ １６４ ２８３ ３７８ ４３４ １，７３２ ４，５５５ ８ １１ １２

・災害費 ４ １１ １６ １８ ２０ ８８ ２２６ ０ １ １

歳入総額 ２，５２４２，１８６２，３８１２，７１３３，０８１３，３２３ １４，９９７ ３５，２５０

（GDP比，％） １７．７ １５．４ １６．２ １７．５ １８．７ １９．０ １８．１ １８．７

財政収支赤字 ４５９１，７５２１，１７１ ９１２ ５８１ ５５３ ３，７６７ ６，９６９

（GDP比，％） ３．２ １２．３ ８．０ ５．９ ３．５ ３．０ ４．７ ３．９

〈参考〉

同，５月公表 ４５９１，８４１１，２５８ ９２９ ５５７ ５１２ ３，７９３ ７，１０８

（GDP比，％） ３．２ １２．９ ８．５ ６．０ ３．４ ２．９ ４．８ ４．０

同，中間改定（８月） ４５９１，５８０１，５０２１，１２３ ７９６ ７７５ ４，９７４ ９，０５１

（GDP比，％） ３．２ １１．２ １０．４ ７．４ ５．０ ４．６ ６．３ ５．１

実質成長率（暦年） １．３ －１．２ ３．２ ４．０ ４．６ ４．２ ３．８ ３．２

〈参考〉

同，中間改定（８月） １．１ －２．８ ２．０ ３．８ ４．３ ４．３ ３．７ ３．３

出所：OMB（注２６），TableS－１，S－４，S－８． OMB（注３０，５月），TableS－１．
OMB（注３０，８月），Table２，TableS－１．
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次に，政策変更に伴う財政収支の変化を見ると（図表４）３１，まず，高所

得層や企業に対する増税と，中・低所得層向けの減税を組み合わせた所得再

分配政策の推進は，基本的に財政収支に対して中立的である。中・低所得層

向けを中心とした減税措置は１０年間で約９，４００億ドル（②－b・c）であり，

高所得層向けのブッシュ減税の廃止と企業向け増税を合わせたおよそ９，９００

億ドル（③－d・f）が，この規模にほぼ対応している。また，国民皆保険制

をめざす医療改革の準備基金（②－a）は，高所得者の税控除制限と医療コ

ストの削減（③－a・b）によって賄われる。一方，財政健全化の核は，イ

ラク駐留兵力の撤退（２０１１年末までに完全撤退の計画）による支出削減（１

兆４，９００億ドル）と，二酸化炭素排出権取引（二酸化炭素の総排出量の上限

を定めて，個々の事業主体に排出枠をオークションによって配分し，政府は

オークション収入を得る）による企業からの歳入増加（６，４６０億ドル）であ

〈図表４〉財政計画における主な政策変化
（単位：１０億ドル）

政 策 １０年間のコスト

①ベースライン財政赤字 ８，９８３

②赤字拡大施策 ２，０５８

a医療改革（準備基金） ６３４

b中・低所得勤労者支援 ５２６

cその他の減税 ４１５

d他の政策 ４８３

③赤字縮小施策 －３，７６１

a医療コスト削減 －３１６

b高所得者の税控除制限 －３１８

c二酸化炭素排出権取引 －６４６

d企業向け増税（脱税防止を含む） －３５４

eイラク戦争終結 －１，４９０

f 高所得層向けブッシュ減税廃止 －６３７

④利払い費削減 －３１１

⑤財政赤字見通し（①～④合計） ６，９６９

〈参考〉財政収支への影響（①－⑤） ２，０１４

（注）予算教書（２００９年２月）ベース。２０１０～１９年度。
出所：CRFB（注３１），Fig．４．
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る。両者を合わせた赤字縮小規模は，１０年間で約２兆１，４００億ドルにのぼる。

ただし，予算教書では政府の示したベースラインに比べて，財政赤字が１０

年間で２兆ドル以上減少する見通しになっているとはいえ，このベースライ

ンには�１年収２５万ドル超の高所得層向けを除くブッシュ減税の継続，�２かね

てから問題視されている AMT（代替ミニマム税）の修繕といった税収を減

少させる施策が，実施される可能性が高い政策として含まれているので，オ

バマ政権下の税制改正による歳入拡大の効果が過大視される格好になってい

る。そのため，これら２つの要素が反映されていない現行制度と比較した場

合，予算教書に見られる予測よりも歳入の増加は大幅に小さくなり，財政状

況の改善は進まない。〈図表５〉をもとに税制改革に関する「現行制度ベー

スライン比歳入増加」を見ると，１０年間で２．５兆ドルを上回るマイナスと

なっており，ブッシュ減税の更新つまり継続がその主因であることがわか

る。こうした財政赤字の増加幅は，先に見たイラクの戦後処理費用の減少に

〈図表５〉財政計画における税制改革
（単位：１０億ドル）

政 策 A．２０１０～２０１４ B．２０１０～２０１９ A／B（％）

①減税 －３５７．３ －９４０．２ ３８

中・低所得勤労者支援 －２０３．５ －５３６．７ ３８

他の個人向け減税 －７５．１ －２３３．４ ３２

企業向け減税 －６１．６ －１４９．７ ４１

２０１０年末期限の減税継続 －１７．１ －２０．７ ８３

②増税 ５７６．１ １，６３５．９ ３５

高所得層向けブッシュ減税廃止 ２０４．０ ６３６．７ ３２

二酸化炭素排出権取引 ２３７．５ ６４５．７ ３７

他の企業向け増税 １１５．３ ３２６．５ ３５

脱税防止施策 １０．４ ２７．０ ３９

③ベースライン比歳入増加（①＋②） ２０９．９ ６９５．７ ３０

a．AMT（代替ミニマム税）の修繕 －２０５．６ －５７５．９ ３６

b．ブッシュ減税の更新（継続） －９５３．０ －２，６８１．３ ３６

④現行制度ベースライン比歳入増加

（③＋a＋b）

－９４８．８ －２，５６１．５ ３７

（注）予算教書（２００９年２月）ベース。
出所：CRFB（注３６），Fig．５．
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よるその縮小幅よりもはるかに大きい。

このような財政計画に対する批判を見ると，共和党からは当然ながら反増

税論が盛り上がり，投資への支援が必要とされる不況期の増税批判が強い。

また，財政再建が富裕層向けの減税廃止つまり増税に依存する点を非難する

とともに，国防支出の上振れを指摘する向きもある。テロ勢力に対抗するた

めのアフガニスタンへの関与の仕方などによっては，国防支出は今後，確か

にリスク要因となりうる。一方，民主党内でも債務の膨張を最大の懸念とす

る見方が根強いほか，税の抜け穴封じに対する不安論も見られる。資金支援

などで政治的に重要な集団に，打撃を与えかねないという不安である３２。

より一般的な批判としては，第一に，エコノミストたちはアメリカの内外

を問わず，マクロ経済の前提が楽観的であると即座に論評した。緊急経済・

金融対策や財政計画の実行を反映して，２００９年（暦年）の実質成長率を－

１．２％と見込んだ政府予測は，�１予算教書公表時点の CBO見通しや民間予

測平均が－２％近辺であったことや３３，FRB（米国連銀）が４月末の FOMC

（連邦公開市場委員会）でその予測を－２．０％～－１．３％へと大幅に下方修正

（１月時点では－１．３％～－０．５％）したことなどから見て３４，確かに楽観的

な傾向があった。年央には景気が下げ止まる動きを見せて，６月下旬の

FOMCでは２００９年の実質成長率見通しが－１．５％～－１．０％へと上方修正さ

れたものの，景気回復の動きは鈍く，８月の財政計画の中間改定時に，政府

は０９年実質成長率見通しを－２．８％へと大きく引き下げた（図表３参照）３５。

第二に，当然ながら医療制度改革のコスト膨張を不安視する論調が強い。政

府が提示した６，３４０億ドルの医療改革準備基金は改革のコストを賄うには不

十分であり，雇用主が提供する医療保険の税控除に関する上限設定や廃止が

歳入拡大に効果的である，といった提言も早速，見受けられた３６。国民皆保

険化を含む医療制度改革は，膨大な初期コストと継続的コストを伴いうるオ

バマ政権最大の懸案であり３７，こうした批判は自然である。第三に，財政難

と支出削減への反対論を勘案すると，年収が２５万ドル超といった富裕層だけ

に将来の歳入増を依存することが可能かどうか疑わしいとする論評も３８，

もっともである。共和党が高所得層のインセンティヴを抑制することが経済
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成長を阻害すると主張するなかで，高額所得者に対する課税をさらに強化す

るにも限界があり，超党派的合意をめざすオバマの基本方針を考慮すれば，

重く受け止めるに値する事柄である。医療制度改革などから連邦財政赤字の

上振れが懸念される状況で，経済成長の促進と税収の確保は財政再建のため

に不可欠な条件であり，どのように最適の課税体系を模索するかはきわめて

重要な課題である。

このように中長期的に，財政再建上の難題は払拭されないまま残る。しか

し，オバマの経済・財政政策を見ると，すべての国民に相応な生活や便益を

用意しようとする姿勢や，富者優遇の行き過ぎと経済的格差を是正しようと

する方針が明確に示されている点で，彼は政策理念を誠実に具体化しようと

していることがわかる。所得再分配を強化するとともに，国民全体の利益と

して医療改革を強調し，速やかに予算教書に盛り込んだことは，基礎的な国

民生活の支援を重んじる選挙公約ならびに政権のアジェンダに沿った行動で

ある。

Ⅴ．金融安定化対策

オバマは喫緊の課題として金融システムの安定化にも，精力的に取り組ん

だ。金融機関を安定させ，流動性を十分に確保しなければ早期の景気回復は

なく，不況で最も大きな打撃を被るのは一般の勤労者だからである。オバマ

政権の対応は迅速性ばかりでなく，複合性，公正さも備えていた。後述する

ように，それは金融安定化に向けて財務省，FRBとともに民間が協同する

形で対策を打ち上げた点で複合的である。加えて，金融機関に対する援護ば

かりでなく，予想外の苦境に陥った住宅所有者に対する支援を盛り込んだこ

とは，オバマ流の公正さを示している。債務者の救済が自己責任の原則に反

するとはいえ，一方に偏しない救援，つまり債権者である金融機関と債務者

たる住宅所有者への均衡ある対処という意味で，住宅危機対策はフェアであ

る。オバマ政権が発足して１ヵ月の間に，住宅救済策は政府系金融機関向け

の支援を含めると２，７５０億ドル，経済対策は先述のとおり約７，８７０億ドルとな

り，不良債権対策を中心とした金融安定化計画の想定規模は２兆ドルを超え
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た３９。これは，大胆かつ迅速に対応することがすべての国民に恩恵を与える

というオバマの信念を反映しており，とりわけ社会問題化している住宅の差

し押さえ防止にすばやく対応したことは，経済の正義を重視する彼の思想を

具現している。

主な金融安定化策の推移を見ると（図表６），ブッシュ政権下で２００８年１０

月初めに成立した金融安定化法（TARP:Troubled Asset Relief Program，

不良資産救済プログラム）が，最初の本格的な対策だった。その中心は金融

機関の不良債権対策であり，政府が不良債権を買い取るために最大７，０００億

ドルを充てることが想定され，即座に２，５００億ドルを拠出するとともに，大

統領の判断で１，０００億ドルを追加し，残りの３，５００億ドルは議会の承認を経て

使用することとされた。そして，政府は損失の発生を避けるために，金融機

関の株式引受権（ワラント）を取得することになった。同法は９月末に一

旦，不成立に終わったが，その直後，株式市場が大幅に下落したことから危

機感が高まった。最終的には�１預金者保護策の強化（破綻時の預金保護上限

を１０万ドルから２５万ドルへ引き上げ。２００９年末まで），�２経済活性化策の追

加（個人・企業向け減税などで，１０年間総額約１，１００億ドル）などが盛り込

まれたことが，法案を成立に導いた４０。なお当初，TARPの主目的は政府に

よる不良債権の買い取りだったが，〈図表６〉にも見られるとおり，その重

点は金融機関の体力増強つまり資本注入へと傾斜していった。

オバマ政権が誕生すると，金融安定化策は急速に具体化，拡充された。

２００９年２月，財務省は政権の基本方針となる新金融安定化策を発表した。

TARPのうちブッシュ政権が使い残した３，２００億ドル（当初見込みは３，５００億

ドル）を使用する方途が示されるとともに，TARPは金融安定化計画（Fi-

nancial Stability Plan）へと改名された４１。この対策の骨子は，�１資産査定

（ストレス・テスト）に基づく大手金融機関に対する新たな資本注入，�２官

民による不良資産買取ファンドの創設（５，０００億ドルで開始し，最大１兆ド

ル），�３消費者，中小企業などへの貸し渋り対策として２００８年１１月に開始さ

れた，資産担保証券保有の金融機関に対する FRB融資（TALF:Term Asset

−Backed Securities Loan Facility＝ターム物資産担保証券融資として導
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入）を最大１兆ドルへと５倍増とする措置（財務省による TARPからの拠

出も１，０００億ドルへと５倍増に），�４住宅所有者支援と差し押さえ防止（７５０

億ドルの財政支出による借り換え促進）である４２。

このうち，大手金融機関の資産査定は，２０１０年までの向こう２年間に経済

環境が一段と悪化するという前提で，潜在的な損失や自己資本の不足額を算

出して不況の負荷（ストレス）に耐えられるかどうか審査するもので，２００８

年末の資産総額が１，０００億ドル以上の大手１９社が対象とされた４３。他方，住

宅ローン対策はまもなく具体化し，７５０億ドルの公的資金で最大９００万件の住

〈図表６〉金融危機関連の主な動き（２００８年９月～０９年６月）

［２００８年］

９月７日 ファニーメイ，フレディマックが政府管理下へ

１５日 証券大手リーマン・ブラザーズが経営破綻

１５日 銀行大手バンク・オブ・アメリカが証券大手メリルリンチの買収発表

１６日 保険最大手 AIGが政府管理下へ

１８日 日欧主要５中央銀行が自国市場にドルを供給

２９日 下院が金融安定化法案を否決

１０月３日 金融安定化法（TARP）が成立。７，０００億ドルの政府支出を容認

８日 米欧６中央銀行が緊急協調利下げ

１３日 日米欧５中央銀行，ドル供給を無制限に

２８日 大手９金融機関に総額１，２５０億ドルの資本注入開始

１１月１５日 初の G２０金融サミット

２３日 金融大手シティグループに追加支援

［２００９年］

１月１６日 バンク・オブ・アメリカに追加支援

２０日 オバマ政権誕生

２月１０日 財務省が新たな金融安定化策を発表

１７日 総額約７，８７０億ドル規模の景気対策法が成立

２６日 予算教書で TARPに規定された支出枠の拡大を盛り込む

２７日 シティグループが政府管理下へ

３月１８日 FRB，半年で最大３，０００億ドルの長期国債の購入を決定

４月２日 ２度目の G２０金融サミット

５月７日 金融大手１９社の資産査定結果を発表。１０社が資本不足のおそれ

６月９日 財務省，金融大手１０社に公的資金の前倒し返済を容認へ

（注）２００９年５月２４日付朝日新聞（朝刊）など諸記事をもとに作成。
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宅所有者を支援するものとなった。低金利ローンへの借り換えを促進し，返

済条件の緩和から発生するコストは，貸し手の金融機関と政府が負担する仕

組みが示された４４。また，２月末の予算教書では，金融機関の不良債権の買

い取りなど金融機関救済に充てる公的資金を，２，５００億ドル追加する計画が

盛り込まれた。さらに，それとほぼ同時に政府は，金融大手シティグループ

の政府保有優先株を普通株に転換して大株主となり，政府管理下におくこと

で，大銀行を破綻させない意思を示した４５。

その後，幸いにも５月上旬に公表された金融機関の資産査定結果が意外に

良好だったことから，金融システム不安が和らいだ。当初，大手行の資本不

足が数千億ドルにのぼる可能性があるといった悲観論も見られたが４６，結果

は査定対象となった大手１９社のうち資本不足のおそれがあるのは１０社で（各

社は６月８日までに資本増強計画を提出），総額７４６億ドルと見積もられ

た４７。これを契機に，財務省証券利回りと LIBOR（ロンドン銀行間取引金

利）のスプレッドが一段と縮小するなど，アメリカの短期金融市場は完全に

落ち着き，金融不安は明らかに最悪期を脱した。確かに不況下，不良資産の

買い取りにおいて民間投資家の積極的な行動が期待しにくいことなど，官民

不良資産買取ファンド構想の実効性に対する不信や，実際の不良資産規模の

不透明さなど，不良債権処理の先行きには不安がくすぶる。しかし，金融秩

序を維持するために，財政とともに中央銀行の機能を可能な限り活用する協

同型の複合的対策が速やかに実現したこと，現実に金融市場の早期安定化と

いう成果が表われたことを勘案すれば，オバマ政権は見事に危機を管理した

と評価することができよう。

Ⅵ．自動車メーカー支援

アメリカの自動車メーカーは，製品の競争力欠如による販売の長期的停

滞，従業員ならびに退職者に対する莫大な医療・年金関連支出といった構造

的負担を抱え，債務が累積していた。それに追い討ちをかけたのが，経済・

金融危機に伴う自動車販売の急落であり，〈図表７〉に記したような経過を

辿って，ビッグスリーのうち GM（ゼネラル・モーターズ）とクライスラー
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が連邦破産法１１条（日本の民事再生法に相当）の適用による整理，再建にい

たった。

自動車メーカーの危機が表面化した２００８年，ブッシュ大統領（当時）は９

月に議会で可決された低燃費車開発向けの２５０億ドルの政府低利融資に理解

を示す程度で，業界支援に消極的な姿勢を保ち，実質的な対応はオバマ政権

に委ねられた。保守派を中心に，企業経営の失敗に対する公的資金投入への

反対論，一時的な救済金投入の反復に対する懸念，破産法適用による合理化

推進論などが見られるなかで４８，ブッシュ政権は事業法人に対しては経済的

〈図表７〉自動車産業危機関連の主な動き（２００８年１０月～０９年７月）

［２００８年］

１０月１０日 GMとクライスラーの合併交渉が表面化

１１月６日 ビッグスリーが政府，議会へ支援を要請

７日 GMとクライスラーの合併交渉，中断

１８日 ビッグスリーが上院で支援要請

１２月２日 ３社が経営再建計画を議会に提出。３４０億ドルの支援を要請

１０日 下院が最大１４０億ドルの融資を認める救済法案を可決

１１日 上院で同法案協議が決裂，廃案へ

１７日 GMとクライスラー，合併協議再開のメディア報道

１９日 政府が GM，クライスラーに最大１７４億ドルのつなぎ融資を発表

［２００９年］

１月２０日 オバマ政権誕生

２月１７日 GM，クライスラーが再建計画を提出。２１６億ドルの追加融資を要請

３月１９日 政府が自動車部品産業に５０億ドルの支援策を発表

３０日 政府が GM，クライスラーに再建計画提示期限を猶予。両社に最大２２６億ド

ルの暫定的支援。GMのワゴナー会長兼 CEOが辞任へ

４月２９日 クライスラー，一部債権者の反対で債務削減交渉が決裂

３０日 クライスラー，連邦破産法１１条の適用申請

５月２７日 GM，債務削減交渉に失敗

２８日 GMの事前調整型破綻の本格的準備を開始

６月１日 GM，連邦破産法１１条の適用申請

１０日 クライスラー，新会社に主要資産を譲渡する手続を完了

７月１０日 GM，新会社に資産を譲渡する手続を完了し，新生 GMが発足

（注）２００８年１２月２０日付・０９年３月３１日付日経新聞（朝刊）など諸記事をもとに作成。
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自由，自己責任の原則に立った政府の不介入を堅持したと言える。２００８年１１

月，ビッグスリーは新たに２５０億ドル規模のつなぎ資金の融資を政府に要請

したが，経営者たちの危機意識の希薄さが批判を浴び，自動車救済法案は１２

月に廃案となった。それを受けて，ブッシュ政権は急遽，TARP（金融安定

化法の不良資産救済プログラム）の資金枠を利用した GM（１３４億ドル），ク

ライスラー（４０億ドル）に対する１７４億ドルの緊急融資を決定し，同時に債

務の削減，配当や経営者報酬の制限などを求めて，２００９年３月末までに実効

性のある再建計画を提示するよう義務づけた４９。

オバマは巨大自動車メーカーの消滅が及ぼす経済的，社会的な打撃を考慮

して，大統領就任前からその救済を強く主張していた。公的支援を期待する

GMとクライスラーは２月中旬に，追加融資を求めて経営再建計画を提出し

たが，いずれも政府の求める抜本的改革とは程遠いものであり，その後も実

効的な改善策は示されなかった。３月末，オバマ政権は GMには６０日，ク

ライスラーに３０日，再建計画提出の期限を猶予し，�１GMに対しては６０日以

内の新たな再建計画の作成を条件に最大１６６億ドルの追加融資を（通算で最

大３００億ドル），�２クライスラーにはイタリアのフィアットとの提携合意を条

件として最大６０億ドルの追加融資を（同１００億ドル），実施することに応じ

た。この時点で，２社の消滅は意図しないものの，破産法の適用を視野に入

れた再建策も可能性の高い選択肢となった５０。

クライスラーは４月３０日，連邦破産法１１条の適用を申請するとともに，

フィアットとの提携にいたった。３月末に政府が示した支援継続条件は�１

フィアットとの提携，�２労働組合との労務費削減の合意，�３債権者との債務

削減合意だったが，このうち債務削減交渉がヘッジファンドなど小口債権者

との利害調整の不振から決裂し，クライスラーは破産法申請に追い込まれ

た。しかし，破産法の申請は法的整理による再建，フィアットとの提携を軸

にした再生を意味していた。３０日から６０日での破産法手続終了に向けて，政

府は３０億ドルないし３５億ドルのつなぎ融資を実施し，手続終了時には最大４５

億ドルの追加融資を用意するなど，政府が全面的に支援するものだった。全

米・カナダ自動車労組が同社の株式を過半数保有する最大株主になり，フィ

－ 83 －



アットと政府も同社の株式を一部取得することとなった５１。当初，破産法申

請後の手続の遅延を懸念する向きもあったが，それは申請からわずか約４０日

で完了し，早々に再建の目処が立った５２。

他方，GMも６月１日，連邦破産法１１条の適用申請に追い込まれた。クラ

イスラーと同様，債権者との債務削減交渉が決裂したためである。社債など

無担保債務の９割を削減する見返りに再建後の GM普通株の１０％を与える

という条件が，労組に対する条件に比べて不利であることなどが，その原因

だった。破産法の適用において６０日ないし９０日で手続の完了をめざし，不採

算ブランドや債務を切り離した新生 GMだけを存続させて，６カ月から１８

カ月での再上場を見据える構想が示された。政府は新生 GMの株式の約６０％

を保有し，同社は一時国有化されることになった。同時に３０１億ドルの政府

融資が追加され，公的支援の総額はおよそ５００億ドルに達する見通しとなっ

た５３。GMの処理は，明らかに事前調整型破綻である。これは法的処理によ

る再建を前提に，債務者や債権者などの関係者が事前に再建計画をまとめる

ことによって，破産法申請後に短期間で再建計画の承認を実現し，当該企業

の不利益や経済的な混乱を最小化して，早期に再生を図ろうとするものであ

る。そして，GMの破産法申請後の手続もクライスラーと同様，約４０日で法

的整理が完了し，７月１０日，優良なブランドや資産だけを引き継ぐ新生 GM

が発足した５４。再建は多難とはいえ，２社とも異例の迅速な処理が混乱なく

実行されたことの意味は大きい。

２社の破綻処理に関するオバマ政策の特徴については，まず，金融システ

ム危機対応と同様に，あるいはそれ以上に，的確に危機を管理した点が挙げ

られる。雇用重視の態度は，まずクライスラーのケースにおいて単独での生

き残りが困難と見るや，フィアットとの提携を政府支援の条件としたことに

表われており，破産法申請時にオバマが言明したように，３万人の雇用を維

持できる見込みとなった。GMの場合には，再建計画に国内工場従業員の約

２万人削減（２００８年末６万人強→１０年４万人），ディーラー数の圧縮（同，

約６，２００→３，６００）などが盛り込まれたものの５５，コスト削減を目的とした海

外生産へのシフトは封印された。また，いずれの処理においても，手続進行
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中あるいは再建途上における巨額のつなぎ融資が追加された。さらに，クラ

イスラーの破綻処理を先行させたのは，債権者やディーラーなど利害関係者

が圧倒的に多く，難題と目された GMの処理に向けたテスト・ケースとし

ての意義が大きい。その経験や学習効果は政策サイドだけでなく，関係者に

とっても貴重であり，経済的な混乱や過度な雇用不安を封じるのに有効だっ

た。そして，クライスラーの処理で試された事前調整型破綻は GMのケー

スで功を奏し，過去最大の製造業破綻処理が平穏に実行された。オバマ政権

は金融危機においてばかりでなく，いっそう対処が困難だとされた自動車産

業危機でも，危機管理能力の高さを示した。

次に，政治的配慮を経済的論理で実現する微妙な論法にも見るべき点があ

る。保守派を中心に幅広く見られた事業会社に対する公的資金投入批判を考

慮しつつ，オバマ政権はモラルハザード論に強く言及することなく，公的支

援の継続がかえって自動車産業の再生を遅らせるといった論法で５６，破産法

申請に導いた。一方，労組に対する配慮は再建策としての海外生産シフトの

断念ばかりでなく，GM国有化という選択に表われている。政治的には GM

の清算を避けるための国有化は，民主党の支持基盤である労組に対する配慮

そのものであるが，それは同時に雇用の維持という不況下の至上命題と合致

する選択である。他方で，GMの株式を最長でも１８カ月で再上場する計画を

示すことによって，国有化があくまで経済的側面を重視した一時的な緊急避

難であることを宣言し，政府の過剰な関与に反対する論調に対処した。

さらに，こうした特徴から導き出されるのは，節度ある対応と優先度判断

の的確さである。オバマは寛大な選択ばかりで臨んだわけではない。「大き

すぎてつぶせない」（too big to fail）という議論に支えられた経営者層の危

機感や倫理の欠如には厳しい態度を示し，あくまで効果的な再建計画の提示

を求めて，最終的におそらく当初は自身も想定していなかった破産法適用に

よる破綻に追い込んだ点で，公正さを重んじる節度を示した。一方で不況

下，巨大企業の清算を避けることはきわめて優先度の高い事項だった。GM

を支えるに足る莫大な資金を準備できるのは政府以外になく，国有化は他に

ない選択だった。
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Ⅶ．おわりに ―「変革」は「戻ること」

オバマ政権１年目の初期政策は，経済危機への対応だった。その過程にお

いて，経済の正義，倫理の修復，中間層の再生など国民に示した約束を果た

すために，勤勉，犠牲（痛みの分かち合い），公平性といった伝統的価値を

尊重し，それらを現実の政策に反映させる姿が浮かび上がった。

オバマの政策思想には，現代の行き過ぎた経済的自由主義，無秩序なロ

ビー活動に象徴される強者の政治的横暴を正し，中間層の復興による経済の

成長と再生，本来的な権利の実現としての弱者支援をめざすという特徴があ

る。現代の保守政策によって本来保つべき規範的特性を失ったアメリカ経済

社会を復旧しようとする点で，彼の政策思想は現代の保守主義を本来の原理

的方向へ修正するものと見ることが可能であり，経済的視点においてはとり

わけそうである。このことは，先に記したとおりオバマの経済思想にはアダ

ム・スミスの経済的自由観と共通する要点があることや，伝統的な共通の価

値観を規範として「変革」を唱える姿勢からも窺い知れる。アメリカの保守

主義は，それまで自明とされてきた価値や制度が動揺する場合に初めて出現

し，そうした価値や制度が危機に直面すると，改めて守るべき制度や原理を

再確認し，それに基づいて人々を結集し，動員しようとする試みとして現わ

れる，という５７。大統領選挙を意識して以来，共通の価値観の確認と「変革」

を唱えてきたオバマの姿は，まさにこうした保守主義の特徴も併せもってい

る。

ブッシュ前大統領の政策に典型的に見られた現代の保守政策は，本来の保

守特性から逸脱している。アメリカの保守はその名のとおり，個人の自由と

尊厳を核とした近代の西欧的な価値観を至上のものとして尊重し，保守す

る。このような保守派の守るべき伝統的価値のひとつとして，古典的な経済

的自由がある。アダム・スミスの掲げた自然的自由の体系においては，個人

が他者への同感と正義感をもって行動し，フェアな枠組みの中で利己心に基

づいた経済活動を行うことが求められ，企業家の独占的精神は棄却される。

そのもとで政府は国防，司法，若干の公共事業を行うだけで，個人の経済活
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動へ介入しないことが要請される５８。ところが，現代アメリカ社会における

保守化は経済の正義を損ない，政府は経済への自然な不介入を維持するので

はなく，一部の企業家による不道徳なまでの私益の追及や独占的精神を反映

して，特定の規制を過度に緩和して富者を優遇するなど，スミスの懸念した

とおり政府も道徳的に腐敗した。現代保守の経済思想上の特性とその政策

は，もはや本来の保守の理念とはかけ離れている。

このように現代の保守主義が野放図な経済的自由と弱者への無頓着を示し

ていることから，オバマの思想ならびに政策に，比較的にリベラルな色彩が

見て取れることは当然の帰結であり，ニューディール期の政策との類似性が

見られるのも自然な流れである。ニューディール期の反保守主義は，自由放

任主義の弊害を政府の介入によって改善しようとし，公正な競争関係を維持

するとともに，個人の自由に関わる物質的条件に配慮していく立場を採っ

た。これが，自由放任主義と結びついた保守主義に対抗する役割をもったア

メリカのリベラリズム，すなわちリベラル派の誕生である５９。

オバマは古典的な経済的自由を含む合衆国建国以来の理念や共通の価値観

を支えとし，ニューディール期と同様に当代の保守的な自由放任経済の弊害

を正すことを試みている。一部の恵まれた階層の私益を実現する目的で，経

済的自由主義を極端かつ独善的な形で展開させた現代保守主義の政策を，本

来の原理に沿った方向へと修正することは，自ずと相対的にリベラルな政策

を推進するとともに，倫理を強調することになる。このことは，保守派には

本来の保守のあり方を喚起して自身の政策に対する理解を求め，リベラル派

には中間層や社会的弱者が享受すべき寛容な施策を示すことで，安心を与え

ることを意味しており，「アメリカの分裂」を緩和するための現実主義的な

テーゼであると解される。オバマ大統領が最初の半年間に実行した政策は，

「リベラルのアメリカも保守のアメリカもない。あるのは合衆国である」

（２００４年７月の民主党全国大会基調演説）という自身の言葉を具現するもの

でこそあれ，極端にリベラルな性格のものではなく，まして一部で取りざた

される社会主義的要素の強いものでもない。オバマは現実主義に立つ，比較

的にリベラルでポピュリスト的な大統領であり，彼の言う「変革」は進むこ
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とではなく，「戻ること」なのである。 （２００９年８月記）
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